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法改正等
●平成21年改正法等の施行●　1月1日,著作権法
の一部を改正する法律(平成21年法律第53号) (た
だし　一部を除く),著作権法施行令の一部を改正
する政令(平成21年政令第299号),著作権法施行規
則の一部を改正する省令(平成21年文部科学省令第
38号)が施行された｡
これらに含まれる図書館に関係の深い事項には,
以下のようなものがある｡
従来,図書館では資料の保存のため必要がある場
令,権利者の許諾なしに複製することが認められて
いたが,国立国会図書館においては,資料の破損等
を避けるため,原本に代えて利用に供することを目
的に,著作物を記録媒体に記録することが権利者の
許諾なしに行えるようになった｡
また,従来,点字図書館等においては,視覚障害
者に貸出等を行うために,公表された著作物を録音
し,その録音物を自動公衆送信することを権利者の
許諾なしに行うことが認められていたが,広く図書
館等において,視覚による表現の認識に障害のある
者に提供するため,公表された著作物で,視覚によ
る表現の認識に障害のある者が利用するための方式
のものが市販等により提供されていない場合,録音
等の方式で複製し.その複製物を自動公衆送信する
ことを権利者の許諾なしに行えるようになった｡
同様に,従来,視聴覚障害者情報提供施設等にお
いては,聴覚障害者に提供するために,放送または
有線放送された著作物の音声を文字にした上で自動
公衆送信することを,権利者の許諾なしに行うこと
が認められていたが,図書館等において,聴覚によ
る表現の認識に障害のある者に貸出しするため,公
表された著作物で,聴覚による表現の認識に障害の
ある者が利用するための方式のものが市販等により
提供されていない場合,音声の複製と併せて文字等
で複製することを権利者の許諾なしに行えるように
なった｡ただし,映画の著作物について,音声を文
字等で複製したものを貸出しする場合,補償金を支
払う必要がある｡
さらに, 4月1日,国立国会図書館法の一部を改
正する法律(平成21年法律第73号)が施行された｡
この法律には著作権法の一部を改正する内容が盛
り込まれており,国立国会図書館が,国,地方公共
団体,独立行政法人等が提供するインターネット上
の情報を記録媒体に記録することなどが権利者の許
諾なしに行えるようになった｡
●文化庁告示●　1月5日,平成22年文化庁告示第
1号が公布され,日本障害者リハビリテーション協
会,全日本難聴者･中途失聴者団体連合会が第37条
の2第1号に基づく著作物の利用が認められる施設
として指定された｡
4月9日,平成22年文化庁告示第15号が公布され,
日本障害者リハビリテーション協会,ロバの会,秦
良DAISYの会‥蕉訳･音声訳集団一歩の会,伊藤
忠記念財団が, 8月25日,平成22年文化庁告示第43
号が公布され,愛知県(愛知芸術文化センター愛知
県図書館)が, 10月8日,平成22年文化庁告示第44
号が公布され,堺市(堺市立点字図書館)が, 10月
25日,平成22年文化庁告示第45号が公布され,耳か
ら聞く図書館が, 11月18日,平成22年文化庁告示第
51号が公布され,函館視覚障害者図書館が, 12月6
臥　平成22年文化庁告示第53号が公布され,にじの
会が,同日,平成22年文化庁告示第54号が公布され,
デイジー枚方が,同日,平成22年文化庁告示第55号
が公布され,名古屋キリスト教女子青年会が,それ
ぞれ,第37条第3項に基づく著作物の利用が認めら
れる施設として指定された｡
文化審議会著作権分科会等
●文化審議会著作権分科会●　2009年3月25日開催の
同分科会で,第9期の小委員会として,基本問題小
委員会,法制問題小委員会,国際小委員会が設置さ
れたが,各小委員会の検討課題については継続して
検討の必要があるということから, 2月15日開催の
同分科会で,第10期の小委員会として, 3つの小委
員会が継続的に設置された｡
各小委員会での審議の結果, 5月21日開催の同分
科会に, ｢文化審議会著作権分科会法制問題小委員
会権利制限の一般規定に関する中間まとめ｣が提出
された｡また, 12月13日開催の同分科会に, ｢文化
審議会著作権分科会基本問題小委員会報告｣ (①資),
｢文化審議会著作権分科会法制問題小委員会技術的
保護手段に関する中間まとめ｣ ｢文化審議会著作権
分科会法制問題小委員会権利制限の一般規定に関す
る紺告書｣ (①資)が提出された｡
●文化審議会著作権分科会基本問題小委員会●　4月
9日開催の同小委員会で,デジタル･ネットワーク
社会における著作権制度の意義等についてまとめる
とともに,今後検討が必要な具体的な検討課題を設
定して,報告書をまとめることが確認され, 8月23
日開催の同小委員会で｢文化審議会著作権分科会基
本問題小委員会報告｣がまとめられた｡
●文化審議会著作権分科会法制問題小委員会●　2009
年5月12日開催の同小委員会で,契約･利用ワーキ
ングチーム,司法救済ワーキングチームが設置され
た｡また,いわゆるフェアユース規定等について集
中的に検討する必要性などから. 2009年9月18日開
催の同小委員会で,権利制限の一般規定ワーキング
チームが設置され, 1月20日開催の同小委員会に,
｢権利制限の一般規定ワーキングチーム報告書｣が
提出された(以上は第9期文化審議会著作権分科会
下の活動)｡
同報告書を基に, 4月22日開催の同小委員会で,
｢文化審議会著作権分科会法制問題小委員会権利制
限の一般規定に関する中間まとめ｣がまとめられ,
後述の意見募集を経て. 12月3日開催の同小委員会
で, ｢文化審議会著作権分科会法制問題小委員会権
利制限の一般規定に関する報告書｣がまとめられた｡
2月18日開催の同小委員会で,契約･利用ワーキ
ングチーム,司法救済ワーキングチームが設置され
た｡また,アクセスコントロールの回避規制等につ
いて機動的に検討する必要性から, 9月7日開催の
同小委員会で,技術的保護手段ワーキングチームが
設置され, 12月3日に開催の同小委員会に, ｢技術
的保護手段ワーキングチーム報告書｣が提出された｡
●文化審議会著作権分科会国際小委員会●　6月18日
開催の同小委員会で,インターネットによる国境を
越えた海賊行為に対する対応の在り方に重点を置い
て議論し,制度面と執行面の両面から検討を行うこ
とが確認された｡
●電子書籍の流通と利用の円滑化に関する検討会議●
3月にデジタル･ネットワーク社会における出版物
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の利活用の推進に関する懇談会が設置され, 6月に
同懇談会でまとめられた報告(0資)を受けて. 11月
11日,標記の会議が設置された｡
同会議では, (1)デジタル･ネットワーク社会にお
ける図書館と公共サービスの在り方に関する事項,
(2)出版物の権利処理の円滑化に関する事項, (3)出版
者への権利付与に関する事項などを検討事項として
いる｡
日本国書館協会
●図書館の障害者サービスにおける著作権法第37条第
3項に基づく著作物の複製等に関するガイドライン●
2月18日,国公私立大学図書館協力委員会,全国
学校図書館協議会,全国公共図書館協議会,専門図
書館協議会との連名で発行した(①資)｡
視覚障害者等に対して図書館サービスを実施する
図書館が,第37条第3項に規定される権利制限に基
づき,著作物の複製,譲渡,自動公衆送信を行う場
合の指針を示すことを目的としたもので,学術著作
権協会,出版者著作権管理機構,日本映像ソフト協
会,日本書籍出版協会,日本文蛮家協会が参加する
｢図書館における著作物の利用に関する当事者協議
会｣で確認の上,発行した｡
●新たな｢知的財産推進計画(仮称)｣の策定に向けた
意見●　1月25日から2月15日までの間,意見募集
が行われ, 2月15日,標記意見を提出した(①資)｡
本意見では, 1月に公表された｢文化審議会著作
権分科会法制問題小委員会権利制限の一般規定ワー
キングチーム報告書概要｣に示された,いわゆるフ
ェアユースとなる範囲が,極めて限定的であったこ
とから, ｢権利者の経済的利益に大きな影響を与え
ない範囲での権利制限規定の拡大｣を求めた｡
また, 2009年1月に公表された｢文化審議会著作
権分科会報告書｣の結論に反して,保護期間延長が
なされないよう, ｢保護期間延長問題の憤重な検
討｣を求めた｡
さらに,円滑な著作物の利用には,容易に著作権
者へ連絡できる環境が重要であることから,政策と
して創作者データベースを作成するなど. ｢円滑な
著作権処理の促進施策｣を求めた｡
●権利制限の一般規定中間まとめへの意見●　5月25
日から6月24日までの間, 4月に公表された｢文化
審議会著作権分科会法制問題小委員会権利制限の-
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般規定に関する中間まとめ｣に関する意見募集が行
われ, 6月23日,標記意見を提出した(①資)0
いわゆるフェアユース規定が創設されたとしても,
その範囲についての判断基準が明確でなければ,普
作物の利用に混乱が生じることが予測されることか
ら,指針等の必要性を指摘した｡
また,図書館での著作物の利用が含まれると思わ
れる｢公益目的にかんがみ権利制限が求められてい
ると考えられる利用｣に関して. ｢個別制限規定の
改正または創設により対応することが適当｣とされ
ていることに対し.公益目的の利用を,いわゆるフ
ェアユースの対象外とする理由が不十分であること
や.個別制限規定創設等の条件が不明確であること
を指摘した｡
●全国図書館大会(奈良)第8分科会●　9月17日,
｢著作権法の改正と情報の流通｣と越し,同分科会
を行った｡
植村八潮氏(東京電機大学出版局)による｢情報
流通の変化の中での著作権の考えと図書館への期
待｣,平井彰司氏(筑摩書房)による｢読者･図書
館･出版社,これまでとこれから｣,南亮一氏(国
立国会図書館)による｢著作権法改正が図書館サー
ビスにどのように関係するか｣,梅田ひろみ氏(日
本点字図書館)による｢37条3項ガイドラインによ
る障害者サービスの展開｣の報告の後,実務上の著
作権に関する質疑応答を行った｡
判例
● ｢北朝鮮の極秘文書｣翻訳書の貸与権事件● 1996
年に日本で出版された図書の著作権を侵害している
とされる1998年に韓国で出版された図書(以下｢本
件資料｣)を所蔵する複数の大学に対して,本件資
料を閲覧や貸出しに供するのは著作権および著作者
人格権を侵害であるとした事件で,東京地方裁判所
判決(平成20年(ワ)第32593号)が2月26日に,知的
財産高等裁判所判決(平成22年(ネ)第10033号)が8
月4日に下された｡
本件資料は違法複製物であり,これを貸出しする
ことは貸与権の侵害であるという主張に対し.著作
権法の一部を改正する法律(平成16年法律第92号)
(以下｢改正法｣)により,貸与権が書籍や雑誌に
及ばないことを定めた附則第4条の2が削除された
ものの,改正法第4条において,改正法の公布の日
の属する翌々月の初日において貸与の目的で所持さ
れている書籍等については,改正法施行後も附則第
4条の2の効力が及ぶことが定められており.各大
学が所蔵する本件資料はこれに該当することから.
貸与権の侵害には当たらないとされた｡
なお,各大学は別の訴訟で本件資料が著作権侵害
について係争中であることを認識していたが,その
ことをもって第113条第1項第2号の｢侵害とみな
す行為｣が成立するということはできないと付言さ
れている｡
その他
●知的財産戦略本部●　5月21日付で, ｢知的財産推
進計画2010｣が公表された(0資)0
国立国会図書館によるデジタル･アーカイブ化の
促進や電子納本に向けた環境整備について触れられ
ており,後述のデジタル･ネットワーク社会におけ
る出版物の利活用の推進に関する懇談会の結果等に
基づき. 2011年度以降に対応を検討するとしている｡
●デジタル･ネットワーク社会における出版物の利活用
の推進に関する懇談会●　3月,総務省,文化庁,
経済産業省が連携し(1)デジタル･ネットワーク社
会における出版物の収集･保存の在り方, (2)デジタ
ル･ネットワーク社会における出版物の円滑な利活
用の在り方, (3)国民の誰もが出版物にアクセスでき
る環境の整備などを検討内容とする標記の懇談会が
設置され, 6月28日付で, ｢デジタル･ネットワー
ク社会における出版物の利活用の推進に関する懇談
会報告｣が公表された(0資)｡
●国立国会図書館●　6月10日付で,国立国会図書
館長から国公私立各大学の長に｢平成22年度の学位
論文(博士)のデジタル化実施に係る著作権処理
(｢共通許諾｣)手続-の参加について(依頼)｣の
文書(国図企100604002号)が発せられた｡
学位論文の著作者に対して, (1)国立国会図書館に
おける全文複写提供および公衆送信(インターネッ
ト公開)を行うこと, (2)国立国会図書館がデジタル
化した学位論文を複製して学位授与大学へ譲渡する
こと, (3)学位授与大学において,国立国会図書館か
ら譲渡を受けた学位論文のデジタル化複製物を利用
(全文複写提供,公衆送信)に供すること,これら
に関する権利処理を学位授与大学と共同で行うこと
について依頼された｡　　　　　　　　　(森　一郎)
